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　２０１５年度に、 ３年ごとに見直される介護保険制度の改正が
行われました。すでに ４月から下記の④⑤の改正を実施して
いますが、さらに ８月からは下記の①～③が改正されます。
　新たな制度では、利用者に負担をお願いするものもありま
すが、介護保険サービスにかかる費用が増加する中、制度を
維持していくため、ご理解をお願いします。
問①～③について＝介護保険課辺７２４・４３６６返０５０・３１０１・６６６４
　④について＝介護保険課辺７２４・４３６４返０５０・３１０１・６６６４
　⑤について＝いきいき総務課辺７２４・３２９１返０５０・３１０１・４３１５
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所得段階別保険料額� ※赤字・赤枠部分が変更した部分です
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第 ５期事業計画
（２０１２～２０１４年度）

第 ６期事業計画
（２０１５～２０１７年度）

世
帯

本
人 所得区分 保険

料率
年額
保険料
(円）

所得区分 保険
料率

年額
保険料
(円）

生活保護受給者 第 １段階 ０.４５ ２６,５００� 第 １ 段階 ０.４５ ２９,１００�
非
課
税 非

課
税

老齢福祉年金受給者
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税
年
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８０万円以下 第 ２段階 ０.５ ２９,５００�
８０万円超
１２０万円以下

特例
第 ３段階 ０.６２５ ３６,９００� 第 ２ 段階 ０.６２５ ４０,４００�

１２０万円超 第 ３段階 ０.７５ ４４,２００� 第 ３ 段階 ０.７５ ４８,５００�

課　

税

８０万円以下 特例
第 ４段階 ０.８ ４７,２００� 第 ４ 段階 ０.８ ５１,７００�

８０万円超 第 ４段階
（基準額） １.０� ５９,０００� 第 ５ 段階（基準額） １.０� ６４,６００�

課　

税

合
計
所
得
金
額

１２５万円未満 第 ５段階 １.１ ６４,９００� 第 ６ 段階 １.１ ７１,１００�
１２５万円以上
１９０万円未満 第 ６段階 １.２５ ７３,８００� 第 ７ 段階 １.２５ ８０,８００�

１９０万円以上
３００万円未満 第 ７段階 １.４ ８２,６００� 第 ８ 段階 １.４ ９０,５００�

３００万円以上
５００万円未満 第 ８段階 １.６ ９４,４００� 第 ９ 段階 １.６ １０３,４００�

５００万円以上
８００万円未満

第 ９段階 ２.０� １１８,０００�

第１０段階 ２.０� １２９,３００�

８００万円以上
１,２００万円未満 第１１段階 ２.２ １４２,２００�

１,２００万円以上 第１２段階 ２.４ １５５,２００�

　今後 ３年間に必要とされる介護サービス量の見込みから、総
事業費の見込額を算出すると約９０５億円となります。第 １号被
保険者（６５歳以上の方）にはその内２２％を負担していただくた
め、年額基準額が ６万４６００円となりました。所得段階別保険料
額は、右表をご覧下さい。
　各個人の介護保険料額については、 ７月に送付する介護保険
料決定通知書でご確認下さい。

【低所得者の負担軽減を拡充しました】
　第 １段階の方の介護保険料について、消費税を財源とした公
費を投入することで、保険料率を０.５から０.４５に軽減しました。

【所得段階区分を変更しました】
　介護保険法の改正により、改正前の第 １段階と第 ２段階を第
１段階に統合しました。
　また、改正前の第 ９段階を、第１０～第１２段階に分割すること
で、負担能力に応じた、より細やかな段階設定としました。

介護保険料を改定しました４

　特別養護老人ホームの新規入所は、原則として要介護 ３以上
の方に限定されました。

特別養護老人ホームの入所基準が
変わりました５

　預貯金などが、単身で１０００万円（相当）以下・夫婦で２０００万円（相
当）以下の市民税非課税世帯の方が対象です。別世帯に配偶者がいる
場合は、別世帯の配偶者も市民税非課税であることが必要です。

所得の低い方の施設利用時の食費・居住費
を軽減する制度の適用要件が変わります

７ 月までの適用要件

所得要件
市民税非課税世帯

８ 月 からの適用要件

２

所得要件
市民税非課税世帯で、
別世帯に配偶者がいる
場合は、別世帯の配偶
者も市民税非課税であ
ること

資産要件
預貯金などが一定額以下であ
ること
・単身で１０００万円（相当）以下
・夫婦で２０００万円（相当）以下

＋

　６５歳以上で一定以上の所得がある方が介護保険サービスを利用したとき
の利用者負担が、 １割から ２割に変更になります。

６５歳以上の介護保険サービス利用者の
負担割合が ２割に変わります

【新たに「介護保険負担割
合証」が発行されます】
　要支援・要介護認定を受けて
いる方には、毎年 ７月に「介護
保険負担割合証」を発行する予
定です。
　介護保険サービスを受ける際
は、必ずこの負担割合証を提示
して下さい。

介護保険負担割合証

負
担
割
合
は
１
割
ま
た
は
２
割

１

７ 月までの
負担割合

１ 割負担

８ 月からの負担割合

前年の本人の合計所得金額が
１６０万円以上などの場合 ２割

１割上記に該当しない場合

　介護保険では、 １か月ごとの利用者負担額が所得区分に応じた負担上限
額を超えた場合、その超えた額を高額介護サービス費として還付（対象と
なる方には、申請書を送付）しています。
　その所得区分のうち、新設される「現役並み所得相当」に該当する方につ
いて、世帯の負担上限額が ３万７２００円から ４万４４００円に引き上げられます。
※現役並み所得相当＝同一世帯に課税所得１４５万円以上の人がいて、高齢
者の年収が単身で３８３万円以上、夫婦で５２０万円以上

サービス利用料の利用者負担が高額になったときに
一部をお返しする制度が変更になります

７ 月までの負担上限額

市民税課税世帯
３万７２００円

８ 月からの負担上限額

市民税課税世帯で現役並み所得相当の方
４万４４００円

市民税課税世帯で上記以外の方
３万７２００円

※市民税非課税世帯・生活保護受給者は、変更ありません

３




